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１ 分析対象事業の概要
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総人口・労働人口が減少し、高齢化が進展している状況においては「年齢にかかわりなくいきいきと働ける社会（生涯現役社会）の実
現」に向けた取組が不可欠であり、国民的な気運の醸成を図るための活動として実施するものである。

平成27年10月５日付け内閣府公共サービス改革推進室官民競争入札等監理委員会事務局事務連絡「業務フロー・コスト分析の実施
について（依頼）」において、当機構の事業が分析候補とされ、具体的な対象事業の提出を求められたことから内閣府と打ち合わせを
行った。
当該事業については、事業目的に鑑み、「①より多くの企業等に関心を持ってもらえるような広報、②企業等のニーズに沿った企画内

容の創意工夫が求められていることから、業務フローや実施に要した費用を把握・分析し、より効果的・効率的に事業を展開していく必
要がある」とされ、平成27年12月17日付け同事務局事務連絡「業務フロー・コスト分析の実施について」により、業務フロー・コスト分析の
対象とされた。

２．選定に係る経緯

（１）生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム
高年齢者雇用の課題についてともに考えることを通じて理解を深めていくためのイベントで、毎年度テーマを定め、

企業の人事労務担当者や学識経験者が具体的な事例をもとにパネルディスカッションなどを行う。
（２）高年齢者雇用開発フォーラム（高年齢者雇用開発コンテスト表彰式）

高年齢者雇用のために優れた工夫を行っている企業を表彰し、取組みを紹介することを通じて、高年齢者雇用の
気運の醸成を図っていくためのイベントで、高年齢者雇用開発コンテスト表彰式に併せて、記念講演、受賞企業の
事例発表などを行う。

３．分析対象事業（業務）の具体的内容

分析対象事業の概要
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（１）実施に要した時間について
業務毎に従事時間を積算し、いつ、どの業務に時間を費やしているか、効率化できるところはないか分析した。

（２）実施に要した費用について
削減できる費用がないか、分析・検討した。

（３）広報、企画内容の創意工夫の質向上について
課題となっている広報、企画内容の創意工夫の質向上のための方策について検討した。

（１）対象となる業務時間
各事務区分毎に、各職員が実際に従事した時間を記録し、積み上げたものを計上。

（２）人件費
平成28年４月に機構本部に在籍する各役職職員及び嘱託職員（雇用推進・研究部研究開発課に配置されている常勤嘱託職員と
同等の嘱託職員）の平均額から年間人件費を推計し、年間所定労働時間（1,822.5時間）で除することにより、１時間当たりの単価を
算定。この単価に（１）の従事時間を乗じて計上。

（３）委託費等・物件費
各事務区分毎に、会場借り上げに係る経費、事例集の印刷等実際に外注し要した経費について計上。

５．業務時間・費用の積算の仕方について

６．分析の進め方

当該事業に係る業務を所掌している雇用推進・研究部長、同部次長（研究開発課長事務取扱）、研究開発課調整係長、専門役（係長
級）及び嘱託職員２名の計６名。

４．分析対象職員について
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２ 生涯現役社会の実現に向けた
シンポジウム事業について
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平成２８年度は、「一億総活躍社会の実現」、「働き方改革の推進」などの政府の動向を踏まえ、「定年引上げ」に向けた気運の
醸成が政策的に特に重要であるとの判断のもと、「定年引上げ企業に学ぶ」をテーマとした。

□ 当機構による講演
「定年引上げ企業に学ぶ」
（定年引上げ企業等55社のヒアリング結果について紹介）

□ 定年引上げを実施した企業※の人事担当部長等による事例発表
「わが社における定年延長等に向けた取り組みについて」
※サトーホールディングス株式会社、サントリーホールディングス株式会社

野村證券株式会社

□ 学識経験者（コーディネーター）、事例発表者、講演講師による
パネルディスカッション

時宜を得たテーマであったことに加え、積極的な広報に努めた結果、来場者数は、昨年度に比べ95人増の381人となった。

満足度調査で86.6％の来場者から「満足」との回答を得た。

シンポジウム終了後も、業界紙に載ったほか、マスコミ、企業等からも問合せがあるなど、反響も大きかった。

２－（１）事業の実施状況等

１ プログラムの内容

２ 来場者数等

★パネルディスカッションの様子★

生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム事業について
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２-（２）事業の業務フロー及び従事時間に係る分析結果等

事前準備

【生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム事業】

区分 主な業務内容
要した
時間

実施時期 分析結果 改善の方向性
様式8 「 4 改
善」 参照項目

企画
企画
等

企画・講師の調整、
パネリストの選定及び調整、他

265.50
時間

４～８月

企画業務について、高度な
判断を要する業務であるた
め、さらなる質の向上が求め
られる。

企画業務のさらなる
質向上を目指す。

（３）広報や企画
の質向上

事前
準備

調達
業務

シンポジウム開催に関する決裁及び調達（会
場借上げ・運営補助業務、手話通訳）、調達に
係る企画提案書審査委員会の開催、他

120.25
時間

９～１１月
調達業務について、各事業
ごとに実施していたため、集
約化を図る余地があった。

事業間の調達業務の
集約により、従事時間
の削減を図る。

（２）調達業務の
見直し、合理化

調整
等

講演講師及びパネリストとの調整、
シンポジウム運営に関する委託業者との調整、
他

148.5
時間

１０～１２月
（主に１２月）

業者等との調整について、担
当ごとに実施していたため、
集約化を図る余地があった。

業者等との調整の集約
化（一括実施）により、
従事時間の削減を図る。

（１）業務の集約
化及び定型化に
よる従事時間の
削減

（２） 調達業務
の見直し、合理
化

（３）広報や企画
の質向上

広報
関係

広報計画策定、
広報用原稿作成等（周知用リーフレット、新聞
広告等）、
Web関係業務（申込専用アドレス取得、ホーム
ページ更新）、他

199.0
時間

１１～１２月
（主に１２月）

広報の文案作成等について、
何回かにわけて実施してい
たため、集約化を図る余地
があった。
Web関係業務について、組織
の意思決定の集約化を図る
余地があった。

広報業務全体を見直し、
原稿作成等業務やWeb
関係業務について集約
化（一時に実施）する。

進行
準備

プログラム原稿作成及び校正、進行表作成、
他

219.5
時間

１１～１月
（主に１月）

原稿作成について、フォー
マット作成等に時間を要して
いたため、効率化の余地が
あった。
進行表や説明会資料の作成
等について、集約化を図る余
地があった。
プログラムの内製化により、
コストが削減できた。

原稿の定型フォーマット
の活用による効率化を
図る。
進行表や説明会資料
の作成等の一括実施
により、従事時間の削
減を図る。
平成28年度に引き続き
プログラムの内製化を
行う。

開催 開催
スタッフ説明会、シンポジウム運営、シンポジ
ウム搬入及び搬出

192.0
時間

１月

事後
処理

事後
処理

来場者数等集計、謝金及び旅費支払、事後広
報、他

163.25
時間

１～３月 － － －

合 計
1308.0
時間 8



２-（３）具体的な改善策 【生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム事業】

１ 業務の集約化及び定型化による従事時間の削減 【削減見込み時間：△３９時間】

２ 調達業務の見直し、合理化 【削減見込み時間：△４３．５時間】

①広報関係原稿作成業務の集約化
広報文・デザインの考案・推敲、組織内の意思決定を一度に実施し、従事時間を削減。

②Web関係業務の集約化
申込専用アドレス取得とHP更新の原議書作成等を一括化し、従事時間を削減。

③運営進行準備の効率化
進行表作成とスタッフ説明会用資料作成等を一括化し、従事時間を削減。

④プログラム作成の定型化
定型フォーマットを活用することにより、従事時間を削減。

①委託の一本化
会場借上・会場設営等業務、手話通訳の発注を一本化し、従事時間を削減。

②当日配付資料（プログラム）の作成の内製化
平成28年度に引き続き、内製化し、調達事務と比較し、従事時間を削減。

③事業をまたぐ調達の合理化
シンポジウムとフォーラムの周知用リーフレットを一括調達し、従事時間を削減。

３ 広報や企画の質向上

上記１、２の改善策によって削減した時間を、課題である広報や企画に振り向け、質の向上を図る。
具体的には、削減した82.5時間のうち64.5時間を、課題である企画・広報関連業務の質向上に振り向ける。残る18時間は超過勤務の解消に充てる。

【削減見込み時間：72時間→60時間（△12時間）】

【削減見込み時間：199.75時間→178.75時間（△21時間）】

【削減見込み時間：108時間 →105時間（△3時間）】

【削減見込み時間：34.5→31.5時間（△3時間）】

削減見込み時間 △12.5時間

削減見込み時間 △14時間

削減見込み時間 △17時間

上記１、２の改善策を講ずることによって削減が見込まれる時間

【平成２９年度以降削減見込時間 △７０時間 １，３０８時間 → １，２３８時間
【平成２８年度削減実施済み時間 △１２．５時間 】
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３ 高年齢者雇用開発フォーラム
（高年齢者雇用開発コンテスト表彰式）について
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毎年度実施しており、企業が行った創意工夫・改善の優秀事例の表彰式の実施とともに、健康に関する「記念講演」、入賞企業

による「事例発表」、事例発表企業を含めた「トークセッション」を実施。

□ 高年齢者雇用開発コンテスト 表彰式

□ 記念講演 「生涯現役社会を目指した日本的健康経営戦略
～労働寿命の延伸から健康寿命の延伸へ～」

□ 事例発表
※株式会社ハラキン、株式会社テクノスチールダイシン、
株式会社陣内運送

□ 学識経験者（コーディネーター）、事例発表者によるトークセッション

積極的な広報に努めた結果、来場者数は、305人となった。

満足度調査で91.1％の来場者から「満足」との回答を得た。

フォーラム終了後も、入賞事例などについて、マスコミ、企業等からも問合せがあるなど、反響も大きかった。

３-（１）事業の実施状況等

１ プログラムの内容

２ 来場者数等

【高年齢者雇用開発フォーラム（高年齢者雇用開発コンテスト表彰式） について

★表彰の様子★
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３-（２）事業の業務フロー及び従事時間に係る分析結果等

事前準備

区分 主な業務内容
要した
時間

実施時期 分析結果 改善の方向性
様式8 「 3 改善」

参照項目

企画
企画
等

企画・講師の調整、
パネリストの選定及び調整、他

226.0
時間

４～７月
一部について重複している
業務があったため、集約化
する余地があった。

全体の作業を見直し、一
括して作業できるものに
ついては集約化・合理化
を図る。

（１）業務の集約化
及び定型化による
従事時間の削減

事前
準備

調達
業務

フォーラム開催にかかる決裁及び調達（会場
借上げ・運営補助業務、手話通訳）、
周知用リーフレット印刷・発送に関する調達、
表彰状及び記念品の調達、コンテスト事例集
等の印刷・発送、コンテスト事例集の原稿作成
及び校正、他

328.75
時間

５～９月

調達業務を一部業務・事業
ごとに実施していたため、集
約化する余地があった。

事例集を紙面構成から作成
していたため、効率化の余地
があった。

調達業務の見直しによる
効率化及び合理化を図
る。

原稿を定型化して原稿
作成業務を減らすことを
図る。

（１）業務の集約化
及び定型化による
従事時間の削減
（２）調達業務の見
直し、合理化

調整
等

講演講師やパネリストとの調整、
フォーラム運営に関する委託業者との調整、
他

74.0
時間

７～９月
（主に９月）

高度な判断を要する業務で
ありさらなる質の向上が求め
られる。

企画業務のさらなる
質向上を目指す。

（３）広報や企画の
質向上

広報
関係

広報計画策定、広報用原稿作成等、周知用
リーフレット原稿作成等、申込専用アドレス取
得、ホームページの更新、郵送等による広報
活動、他

147.75
時間

８～９月
（主に９月）

高度な判断を要する業務で
ありさらなる質の向上が求め
られる。

企画業務のさらなる
質向上を目指す。

（３）広報や企画の
質向上

進行
準備

進行表作成、プログラム作成
176.75
時間

７～９月
（主に９月）

来場者向けのプログラム作
成などについて、一から作成
していたため、効率化の余地
があった。
一方、プログラムの内製化に
より、コストが削減できた。

プログラム原稿等の定
型フォーマットの活用に
よる効率化を図る。
平成28年度に引き続き
プログラムの内製化を行
う。

（１）業務の集約化
及び定型化による
従事時間の削減

開催 開催
スタッフ説明会、フォーラム運営、フォーラム会
場搬入物の搬入及び搬出

210.0
時間

１０月
高度な判断を要する業務で
ありさらなる質の向上が求め
られる。

企画業務のさらなる
質向上を目指す。

（３）広報や企画の
質向上

事後
処理

事後
処理

来場者数等集計、謝金及び旅費支払、事後広
報、他

157.75
時間

１０～１２月 － － －

合 計
1321.0
時間

【高年齢者雇用開発フォーラム

（高年齢者雇用開発コンテスト表彰式）】
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３-（３）具体的な改善策

１ 業務の集約化及び定型化による従事時間の削減 【削減見込み時間：△２１．５時間】

２ 調達業務の見直し、合理化 【削減見込み時間：△２９．５時間】

①企画業務の集約化
全体の企画業務のうち一部を一度に実施し、従事時間を削減。

②調達業務の集約化
決裁業務等を一括化し、従事時間を削減。

③コンテスト事例集の原稿様式の定型化
定型フォーマットを活用することにより、従事時間を削減。

④プログラム作成の定型化
定型フォーマットを活用することにより、従事時間を削減。

①委託の一本化
会場借上・会場設営等業務、手話通訳の発注を一本化し、従事時間を削減。

②当日配付資料（プログラム）の作成の内製化
平成28年度に引き続き、内製化し、調達事務と比較し、従事時間を削減。

③事業をまたぐ調達の合理化
シンポジウムとフォーラムの周知用リーフレットを一括調達し、従事時間を削減。

３ 広報や企画の質向上

上記１、２の改善策によって削減した時間を、課題である広報や企画に振り向け、質の向上を図る。
具体的には、削減した51時間のうち48時間を、課題である企画・広報関連業務の質向上に振り向ける。残る3時間は超過勤務の解消に充てる。

【削減見込み時間：189時間→185.5時間（△3.5時間）】

【削減見込み時間：112.25時間→108.25時間（△4時間）】

【削減見込み時間：176.75時間→170.75時間（△6時間）】

【削減見込み時間：141時間→133時間（△8時間）】

削減見込み時間 △17時間
※個別分析を行っていないため、シンポジウムの分析を準用。

削減見込み時間 △12.5時間

（削減見込み時間 △14時間 ※シンポジウムにて記載済）

【高年齢者雇用開発フォーラム

（高年齢者雇用開発コンテスト表彰式）】
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上記１、２の改善策を講ずることによって削減が見込まれる時間

【平成２９年度以降削減見込時間 △３８．５時間 １，３２１時間 → １，２８２．５時間
【 平成２８年度削減実施済み時間 △１２．５時間 】



４ まとめ
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２ フォーラム業務改善のまとめ 【削減見込み時間：51時間】

１ シンポジウム業務改善のまとめ 【削減見込み時間：68.5時間】

○業務の集約化、定型化や調達等の見直しにより、総従事時間の約5.１％（△133.5時間）削減

平成29年度以降削減見込分：△108.5時間（2,629時間 →2,520.5時間）
平成28年度削減実施済み分： △25.0時間

○効率化された133.5時間のうち、112.5時間を課題である企画・広報関連業務の質向上に振り向け、
残る時間については超過勤務の解消に充てる。

○これにより、業務の効率化を図りつつ同時に質の向上を図っていく。

３ 調達業務の合理化（両事業をまたぐもの） 【削減見込み時間：14時間】

○効率化された時間数のまとめ

４ まとめ
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